
【様式第１号】

揖斐郡消防組合 （単位：円）

科目 金額 科目 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 663,825,813 固定負債 58,123,000
有形固定資産 632,327,695 地方債等 0

事業用資産 592,767,127 長期未払金 0
土地 102,144,500 退職手当引当金 58,123,000
立木竹 0 損失補償等引当金 0
建物 479,215,000 その他 0
建物減価償却累計額 △ 324,592,376 流動負債 51,253,977
工作物 488,064,000 1年内償還予定地方債等 0
工作物減価償却累計額 △ 152,063,999 未払金 0
船舶 2,283,132 未払費用 0
船舶減価償却累計額 △ 2,283,130 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 50,531,624
航空機 0 預り金 722,353
航空機減価償却累計額 0 その他 0
その他 0 負債合計 109,376,977
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 0 固定資産等形成分 759,783,193

インフラ資産 0 余剰分（不足分） △ 102,757,550
土地 0 他団体出資等分 0
建物 0
建物減価償却累計額 0
工作物 0
工作物減価償却累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 0

物品 649,648,130
物品減価償却累計額 △ 610,087,562

無形固定資産 0
ソフトウェア 0
その他 0

投資その他の資産 31,498,118
投資及び出資金 0

有価証券 0
出資金 0
その他 0

長期延滞債権 0
長期貸付金 0
基金 31,498,118

減債基金 0
その他 31,498,118

その他 0
徴収不能引当金 0

流動資産 102,576,807
現金預金 6,619,427
未収金 0
短期貸付金 0
基金 95,957,380

財政調整基金 95,957,380
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 0

繰延資産 0 純資産合計 657,025,643

資産合計 766,402,620負債及び純資産合計 766,402,620

貸借対照表
（令和７年　３月３１日現在）



揖斐郡消防組合 （単位：円）

金額

経常費用 774,568,645

業務費用 728,349,057

人件費 622,625,460

職員給与費 571,975,836

賞与等引当金繰入額 50,531,624

退職手当引当金繰入額 0

その他 118,000

物件費等 104,402,464

物件費 51,379,794

維持補修費 16,089,033

減価償却費 36,933,637

その他 0

その他の業務費用 1,321,133

支払利息 26,865

徴収不能引当金繰入額 0

その他 1,294,268

移転費用 46,219,588

補助金等 45,406,488

社会保障給付 0

他会計への繰出金 0

その他 813,100

経常収益 75,984,929

使用料及び手数料 840,550

その他 75,144,379

純経常行政コスト 698,583,716

臨時損失 0

災害復旧事業費 0

資産除売却損 0

損失補償等引当金繰入額 0

その他 0

臨時利益 0

資産売却益 0

その他 0

純行政コスト 698,583,716

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　令和６年　４月　１日
至　令和７年　３月３１日

科目



揖斐郡消防組合 (単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 627,667,359 799,882,316 △ 172,214,957

純行政コスト（△） △ 698,583,716 △ 698,583,716

財源 727,942,000 727,942,000

税収等 727,942,000 727,942,000

国県等補助金 0 0

本年度差額 29,358,284 29,358,284 0

固定資産等の変動（内部変動） △ 40,099,123 40,099,123

有形固定資産等の増加 2,420,000 △ 2,420,000

有形固定資産等の減少 △ 36,933,637 36,933,637

貸付金・基金等の増加 4,414,514 △ 4,414,514

貸付金・基金等の減少 △ 10,000,000 10,000,000

資産評価差額 0 0

無償所管換等 0 0

他団体出資等分の増加 0

他団体出資等分の減少 0

その他 0 0 0

本年度純資産変動額 29,358,284 △ 40,099,123 69,457,407 0

本年度末純資産残高 657,025,643 759,783,193 △ 102,757,550 0

科目 合計

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　令和６年　４月　１日

至　令和７年　３月３１日



揖斐郡消防組合 （単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 733,165,459
業務費用支出 686,945,871

人件費支出 618,155,911
物件費等支出 67,468,827
支払利息支出 26,865
その他の支出 1,294,268

移転費用支出 46,219,588
補助金等支出 45,406,488
社会保障給付支出 0
他会計への繰出支出 0
その他の支出 813,100

業務収入 739,166,929
税収等収入 727,942,000
国県等補助金収入 0
使用料及び手数料収入 840,550
その他の収入 10,384,379

臨時支出 0
災害復旧事業費支出 0
その他の支出 0

臨時収入 0
業務活動収支 6,001,470
【投資活動収支】

投資活動支出 6,834,514
公共施設等整備費支出 2,420,000
基金積立金支出 4,414,514
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 0
その他の支出 0

投資活動収入 10,000,000
国県等補助金収入 0
基金取崩収入 10,000,000
貸付金元金回収収入 0
資産売却収入 0
その他の収入 0

投資活動収支 3,165,486
【財務活動収支】

財務活動支出 11,940,000
地方債等償還支出 11,940,000
その他の支出 0

財務活動収入 0
地方債等発行収入 0
その他の収入 0

財務活動収支 △ 11,940,000
本年度資金収支額 △ 2,773,044
前年度末資金残高 8,670,118
本年度末資金残高 5,897,074

前年度末歳計外現金残高 291,012
本年度歳計外現金増減額 431,341
本年度末歳計外現金残高 722,353
本年度末現金預金残高 6,619,427

【様式第４号】

資金収支計算書
自　令和６年　４月　１日

至　令和７年　３月３１日

科目 金額



財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

イ．昭和60年度以降に取得したもの・・・取得原価 

（２）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 38年～50年、工作物 10年～40年、物品 4年～10年 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

退職手当債務から退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退

職手当として支給された額の総額を控除した額に、退職手当組合における積立金額の運用

益のうち揖斐郡消防組合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

② 賞与引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書における資金の範囲 

① 現金（要求払預金）及び現金同等物。 

なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（５）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 償却資産の計上基準 

償却資産については、取得価額又は見積価格50万円（美術品は300万円）以上の場合に資

産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資

産の取得価格のおおむね10%未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

 

 



２ 重要な会計方針の変更 

該当する変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

該当する債務はありません。 

 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

揖斐郡消防組合一般会計 

② 一般会計等の対象範囲と普通会計の対象範囲に差異はありません。 

③ 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲と内訳 

売却可能資産の範囲は、財務書類対象年度の翌年度予算において、財産収入（財産売払

収入）として措置されている公共資産としています。当年度において売却可能資産はあり

ません。 

 

（３）純資産変動計算書にかかる事項 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支  3,608,335円 

② 既存の決算情報との関連性 

 



                                   （単位：円） 

※財政調整基金の積立てを前年度資金残高から直接行うことによる差額。 

③  一時借入金 

一時借入金の借り入れはありません。 

一時借入金の限度額は15,000千円としております。 

④ 重要な非資金取引 

 重要な非資金取引はありません。 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書（一般会計） 753,437,047 747,539,973 

財務書類の対象となる会計間の内部取引による差額   

繰越金に伴う差額 8,670,118  

その他の差額 ※ 4,400,000 4,400,000 

資金収支計算書 749,166,929 751,939,973 


